
事業群評価調書（令和４年度実施）
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① 126,954

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 210% 220% 230% 240% 250%
250%
（R7）

実績値②
100%
(R元）

210% 進捗状況

達成率
②／①

100% 順調

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値①
（R　）

実績値②
(R　）

進捗状況

達成率
②／①

R2実績

R3実績

R4計画

32,275 26,507 16,084 【活動指標】

54,645 32,440 16,092

37,526 27,037 15,992

【成果指標】

【活動指標】

72,309 0 8,881

72,309 0 8,890

【成果指標】

○

基 本 戦 略 名 若者の県内定着、地域で活躍する人材の育成を図る 事 業 群 主 管 所 属 ・ 課 ( 室 ) 長 名 ×××部　△△△課

施 策 名 将来を担う若者の就業支援と魅力的な職場づくりの促進 事 業 群 関 係 課 （ 室 ） □□□課、▲▲▲課

令和３年度事業費（千円） 　※下記「２．令和３年度取組実績」の事業費（R3実績）の合計額

１．計画等概要

（長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025　本文） （取組項目）

ⅰ）
ⅱ）

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 （進捗状況の分析）

コンセプトサイトの閲覧数の伸率

そ
の
他
関
連
指
標

　　　　　　　　　　指　標

〇〇〇〇

事 業 群 名 県民の県内就職への意識醸成

２．令和３年度取組実績（令和４年度新規・補正事業は参考記載）

取
組
項
目

中
核
事
業

事
業
番
号

事務事業名

事業費　(単位:千円） 事業概要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

令和３年度事業の成果等

うち
一般財源

人件費
(参考)

令和３年度事業の実施状況
（令和４年度新規・補正事業は事業内容） 主な指標

R2目標 R2実績

達成率

R3目標 R3実績
事業実施の根拠法令等

事業期間 法令による
事業実施の
義務付け

県の裁量
の余地が
ない事業

他の評価
対象事業

(公共、研究等)

R4目標
所管課(室)名 事業対象

取組
項目
ⅰ

○ 1

○○○○○○事業費

●事業の成果

●事業群の目標達成への寄与

〇〇〇〇〇（件）

―
Ｈ19-

〇〇〇〇〇（％）
△△△課

2

××××××事業

●事業の成果

●事業群の目標達成への寄与
××××法第○条△項

R3-

▲▲▲課

事業群で取り組む項目を箇条書き等により簡潔に記載しています。

総合計画策定時に設定した「指標」・「目標値」・「最終目標」及び
今回評価年度までの「実績値」・「達成率」を記載しています。

達成率をもとにその達成度に至った要因・原因等を分
析・検証した結果を記載することとしています。

指標の動向について、「達成」「順調」「やや遅れ」「遅れ」「－」の５項目
のいずれかを記入しています。
●「達成」………最終目標年度の目標値を達成した。（累計ベースの目標を設定

していて、実績が極めて好調な場合や、目標の最終年度が既に
到来した場合など）

●「順調」………令和３年度の目標値を達成した
●「やや遅れ」…令和３年度の目標値は達成できなかったが、基準年の基準値

からの改善はみられる
●「遅れ」………令和３年度の目標値を達成できず、基準値の数値と比べても

改善がみられない（実績が基準値から下回っている、または
令和３年度目標値に対する実績値が70％未満の場合）

※基準値の設定がなく、今回初めて実績が出る場合などは「―」としています。

事業群の指標以外に、当該事業群の進捗状況を表す
指標があれば、追加して記入しています。
（追加がない場合は、この欄は省略しています。）

各年度の目標に対する実績の達成度を記載しています。
※例外として、一部の「累計で表す指標」、「減少させること
を目標とする指標」等の指標については、基準年との比較等
により達成度を計算しています。

※また、達成度がマイナスになるものは一律「０％」と表記し、
「･･･以上」「･･･以下」といった目標値に対する達成度は、
目標を達成できていれば一律「100％」と表記しています。

各取組項目ごとに、取組を推進する
うえで柱となる事務事業に「○」印を
付しています。

各事業にかかる経費を記載しています。
※令和２・３年度実績は「決算額」、
令和４年度計画は「予算額」を記載して
います。

当該事業にかかる業務量（事業に
直接従事する全職員数から算出）を
乗じて算出し、人件費を含めた事業
全体のコストを推し量る参考値とし
て示しています。
【職員一人当たりの人件費】
・令和２年度 ：7,824千円
・令和３年度 ：7,790千円
・令和４年度 ：7,681千円

（例）令和３年度の当該事業に係る
業務量が年間0.7人分の場合、

7,790千円×0.7人＝5,453千円
各事務事業の活動指標及び成果指標について、それぞれ主な指標を原則として１つ

記載し、令和２・３年度の目標値、実績及び達成率を記載しています。
（令和４年度は目標値のみを記載）
●「活動指標」…事業活動の直接の結果（どれだけのことを行うのか）を示す指標
●「成果指標」…事業活動の結果、どういう状態にしたいのか（どういう効果（成果）

をもたらすのか）ということを計る指標

各年度の目標に対する実績
の達成度を「実績／目標」を
基本として記載しています。
但し、事業によっては、例

外的な計算で達成率を算定し
ているもの、定性的な指標の
ため達成率の記載がないもの
もあります。

各事務事業について、
令和３年度の事業の成果
を簡潔に記載しています。
※令和４年度新規事業に
ついては、「―」を記載
しています。



ⅰ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅱ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

所管課(室)名
見直し区分

令和５年度事業の実施に向けた方向性
令和４年度事業の実施にあたり見直した内容

※令和４年度の新たな取組は「R４新規」等と、見直しがない場合は「―」と記載

注：「２．令和３年度取組実績」に記載している事業のうち、令和３年度終了事業、100%国庫事業な
どで県の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者
制度導入施設評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

４．令和４年度見直し内容及び令和５年度実施に向けた方向性
事
業
番
号

取
組
項
目

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性

事業構築
の視点

見直しの方向

中
核
事
業

事務事業名

事業期間

①各取組項目ごとに、構成する各事務事業が事業群の推進にどのように貢献できたか、具体的に各事務事業の取組成果をもとに記載しています。
② ①の取組を実施したにもかかわらず、事業群の目指す姿に貢献できなかった、あるいは当初想定した効果まで至らなかった場合には、その原因について検
証し、その問題点を記載することとしています。
③ 各取組項目ごとに、課題解決に向けた具体的な方向性について記載しています。

各事務事業の見直しの方向の検討を行った際の「事業構築の視点」を選択して
その番号「①～⑩」を記載しています。

「評価時点で考えられる令和５年度事業の実施に向けた方向性を記載しています。

〈見直し区分の定義〉
【拡充】：評価の結果、見直しを行い、事業内容、対象、事業量 が増加する場合。
【改善】：評価の結果、手法や制度等の改善、見直しにより事業 内容を一部変更する場合

（縮小、拡充に該当しない見直し）。県内部での事業の移管、隔年化、受益者負担
導入等を含む。

【統合】：評価の結果、事業を統合する場合。
【縮小】：評価の結果、見直しを行い、事業内容、対象、事業量 が減少する場合。

（義務的な見直しにより事業費を減額する場合は含まない。）
【廃止】：評価の結果、事業を行わないこととした場合。
【終了】：設定した終期の到来、事業目標の達成により事業を行わないこととする場合。
【現状維持】：評価の結果、見直しがなく、来年度も今年度と同様に事業を実施する場合。


